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第１７章 

 

動物愛護施策が犬・猫の処遇に与える影響 

―動物愛護管理行政事務提要に基づく実証分析― 

 

齋藤 陶子 

 

 

要約 

 

日本国内は、動物愛護管理法の改正や各自治体の取り組みなどにより、犬や猫の飼育放棄

や殺処分の数は減少傾向にあるが、依然として動物愛護先進国である欧州諸国には遅れを

とっている。しかし、国内の既存研究では、各自治体の施策の効果を実証的に明らかにした

ものは少ない。そこで、本稿は、2010・2015・2020 年の環境省の「動物愛護管理行政事務

提要」から作成した都道府県別のパネルデータを用いて、殺処分や飼育放棄問題のメカニズ

ムを理論的に整理し、行政の施策が犬・猫の処遇に与える影響について検証を行った。分析

結果からは、保護施設の管理体制や動物愛護に関する条例・規則などの法整備が、犬・猫の

処遇の改善につながることが明らかになった。施設では、長期的な保管日数を設けることで

収容されている犬や猫の譲渡機会を増やすことが望ましい。また、引き取り手数料や不妊・

去勢手術助成金は犬の飼育放棄の要因を排除し、地域猫活動や TNR に関する法制度は猫の

個体数抑制に効果があるため、引き続き取り組むべき施策である。ただし、睾丸を切除する

TNR よりも精管を切除する TVHR の方が野良猫の個体数抑制に効果があるとの研究結果

が報告されているため、海外の施策を積極的に導入する姿勢も必要だと考えられる。 

 

 

１．はじめに 

 

現代において、犬や猫などの動物は、単なるペット (愛玩動物) の粋を越え、「家族の一員

として普段から健康管理を含めて、獣医学的知見から責任を持てる動物」(福井 2021 p.2)、

すなわちコンパニオン・アニマル (伴侶動物) として人間と共生している。特に犬や猫は国

際的にみても飼養率が高く255、人間生活と深く関わり合う存在となっている。 

しかし、その背後では、大量の犬や猫が飼い主の個人的な理由や、引き取った動物の行動

上の問題などから飼育放棄され (Hawes et al. 2020)、殺処分のリスクに晒されている。先

 
255 GfK が 2016 年に公開した「グローバルのペット飼育率調査」によると、世界的に見て

最も飼われている動物は犬で 33%、猫で 23%という。https://www.gfk.com/ja/insights/dc9

669# (2022 年 11 月 7 日)。 
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進国の中には、ドイツのように病気や怪我などのやむを得ない理由以外で殺処分を行わな

い地域もあるが (岩倉 2014)、日本では収容スペースに限りがあるなどの理由から、大量の

動物が殺処分されている256。 

このような動物の殺処分問題は、人と動物が共生していく上で解決すべき社会問題とし

て認識されており、世界各国では動物の愛護および管理に関する法規制が整えられている。

特に欧州は、世界に先立って体系的な動物愛護保護法またはそれに類する法律を制定して

おり、動物保護先進諸国として世界を牽引している (遠藤 2014)。動物愛護先進国と比較す

ると日本の動物を取り巻く法整備は遅れているが257、年々、犬・猫の引取り数や殺処分率は

大幅に改善されている258。しかし依然として犬・猫引取り数の約 3 割が殺処分されている

ため、日本の動物愛護管理行政の施策には改善が求められている。 

 先行研究では、飼い主の飼育放棄や譲渡の失敗259の要因に、飼い主や動物の属性が挙げら

れている。犬の養子縁組の成功に影響を与える要因を明らかにした研究 (Diesel et al. 2008) 

によると、問題行動のない犬と比較して、人に対して攻撃的な態度を示し、飼い主が専門機

関からのアドバイスを受けていない犬は、譲渡後も飼育放棄される可能性が高い。また、譲

渡後に犬の世話にかかる労力が予想以上と感じた飼い主は飼育放棄する可能性が高いこと

も示されている。 

 飼育放棄により動物保護施設が陥りやすい問題は犬・猫の過剰収容である。動物保護施設

で収容されている動物が過剰な場合、動物一頭あたりに十分なスペースを確保できないこ

とで、動物に身体的・精神的ストレスが加えられる。ストレスを受けた動物は、免疫低下に

よる伝染病感染や行動上の問題をはらむ可能性が高く、結果として譲渡されることなく殺

処分される可能性が高い (Edinboro et al. 2004)。 

 これらの問題解決に効果的な施策に関する研究分野も進んでいる。例えば、犬を不妊・去

勢手術させることで問題行動が減り、譲渡数が増加することが報告されており (Clevenger 

and Kass 2003)、不妊・去勢手術の有効性を示す研究がなされている。しかし日本では動物

に関する実証研究が少なく260、海外の研究でも各地域によって結果が異なっているため、日

本における各施策の効果は定かではない。 

 そこで本稿では、動物の殺処分問題に関する研究が進んでいる欧米の研究を参考に、日本

の動物愛護管理行政の施策が犬・猫の処遇に与える影響を明らかにする。具体的には、環境

 
256 平成 16 年度の犬・猫引取り数は 418,413 頭にもおよび、そのうち約 94%を占める 394,

749 頭が殺処分されている。https://www.env.go.jp/nature/dobutsu/aigo/2_data/statistics/

dog-cat.html (2022 年 11 月 7 日)。 
257 ドイツでは 2001 年に制定されていた使用管理基準の厳格化に伴う数量規制や幼齢犬猫

の販売規制など (中川 2012) が令和 3 年に施行されたばかりである。 
258 令和 2 年度の犬・猫引取り数は 72,433 頭に減り、殺処分率も約 32%に減少している。

https://www.env.go.jp/nature/dobutsu/aigo/2_data/statistics/dog-cat.html (2022 年 11 月

7 日)。 
259 一度譲渡された動物は、再度動物愛護施設に返還される可能性がある。 
260 地域猫活動の効果に関しては、土田ほか (2012) は実証研究を行っている。 
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省の「動物愛護管理行政事務提要」を用いて、各自治体が取り組む動物の愛護及び管理に関

する施策が、犬・猫の引取り数・殺処分数・譲渡数に与える影響を明らかにする。本稿の分

析結果からは、動物保護施設での保管日数の長期化により譲渡数が増加することや、現行の

動物愛護施策の有効性が示された。そのため、動物保護施設の管理体制や動物に関する条

例・規則などの法制度を整えることの必要性を示唆している。 

 続く第 2 節では、動物の殺処分や譲渡に焦点を当てた先行研究をそれぞれ構造的に整理

し、第 3 節では、第 2 節で整理した先行研究をもとに本稿の理論仮説を組み立てる。第 4 節

では、その理論仮説の検証方法を説明し、第 5 節では、分析結果を考察する。第 6 節では、

本稿で得られた知見をもとに、動物愛護管理行政の今後の施策について提言を行う。 

 

 

２．先行研究 

 

２－１．飼い主が犬・猫を手放す要因の研究 

 

多くの家庭で家族の一員のように大切に育てられている犬や猫がいる一方、どの地域で

も毎年多くの犬や猫が飼育放棄されている。このような問題が生じる要因を明らかにする

実証研究はいくつかあり、具体的には飼い主・動物に関連する問題が挙げられている。 

飼い主に関連する要因としては、主に、飼い主の健康状態や住まいの問題、動物に対す

る理解不足の問題が挙げられている。Jensen et al. (2020) によると、犬・猫ともに飼い主

の健康状態や住まいの問題などの飼い主の個人的な理由が飼育放棄理由の 70%以上を占め

ていることや、飼い犬については、犬の世話にかける時間がないという動物に対する理解不

足が 14%を占めていることが明らかになった。犬・猫ともに飼い主の問題が第一の理由で

あることから、飼い主に関連する理由に焦点を当てた施策の必要性が示唆されている。また、

Hawes et al. (2020) は譲渡後の失敗が生じる原因について研究しており、動物に対する理

解不足を理由に飼育放棄をした飼い主は、譲渡後に犬の世話にかかる労力が予想以上と感

じているため、飼い主への適正飼養への理解をさらに充実させる必要があると述べている。 

動物に関連する要因は、犬を対象とした研究が多く報告されており、犬の年齢や行動上の

問題 (特に攻撃的な行動) などが飼育放棄の原因とされている。Wells and Hepper (2000) 

は、犬の年齢が問題行動の発生に影響を及ぼし、結果的に譲渡後の失敗が生じることを明ら

かにした。彼らの研究によると、新しい飼い主の譲渡後 1 ヶ月以内に問題行動が報告され

た子犬は成犬よりも少なく、子犬の方が成犬より問題行動を起こす可能性が低いことが示

されている。同時に、成犬は子犬より人に対する恐怖心から攻撃的な態度をとる可能性が高

いこともわかっている。しかし、この結果は飼い主の主観に基づくものである点に留意しな

ければならない。次に、行動上の問題としては、人に対して攻撃的な態度をとり、犬の飼い

主が専門機関に相談をしない犬の方が、問題行動のない犬よりも譲渡後に返還される可能
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性が 11.1 倍高い (Diesel et al. 2008)。しかし、そのような問題行動のある犬であっても、

飼い主が専門機関に相談している場合は、譲渡後に返還される可能性は半減するという。 

これらの要因から、飼育放棄された犬や猫が動物保護施設に引き取られることで、施設で

の犬・猫の過剰収容問題が生じる。動物保護施設に収容されている動物が過剰な場合、一頭

あたりに十分なスペースが与えられないことで収容されている動物に病気やストレスなど

の負担がかかってしまう (Edinboro et al. 2004)。そのことで、動物保護施設の運営費や動

物の治療費が必要以上にかかり、譲渡数の減少と殺処分数の増加につながる (Karsten et al. 

2017)。 

以上のように、飼い主が犬・猫を手放す要因に関する研究や、動物保護施設での過剰収容

問題の研究はいくつか見られる。日本にも同様に当てはまる部分があると思われるが、先行

研究の知見の多くは、日本とは法制度も文化も異なる欧米を事例に限定されるため、日本を

対象とした実証研究が行われる必要がある。 

 

２－２．殺処分数や譲渡数へのアプローチ方法の研究 

 

前述したように、飼い主が犬・猫を手放す要因は主に、飼い主や動物にあり、飼育放棄さ

れる数が増加することで動物保護施設での問題に発展する。その上で、殺処分問題や飼育放

棄問題を解決するために効果的な施策に関する研究も進められている。まず、不妊・去勢手

術は犬の譲渡率や殺処分率の改善に効果があることが示されている。Clevenger and Kass 

(2003) は不妊・去勢された犬とそうでない犬の譲渡率、殺処分率を比較し譲渡前の不妊・

去勢手術の効果を検証した。その結果、譲渡前の不妊・去勢手術は行動上や医療上の理由に

よる殺処分率を増加させることなく譲渡率を増加させることが明らかにされた。その理由

として、具体的には、①不妊・去勢手術を受けた犬は新しい飼い主が手術費を負担せずに済

むため、手術していない犬よりも経済的負担が少ないこと、②不妊・去勢手術を受けている

犬は攻撃的な行動を示す可能性が低く、譲渡される条件が整っていること (Gershman et al. 

1994) が挙げられる。ただし、手術の有無にかかわらず動物保護施設での保管期間が長期化

するにつれ、収容スペースの制約を理由とする殺処分率の増加が見られた。 

また、国内では、野良猫の個体数を管理するために実施されている地域猫活動261や

TNR262の効果に関する研究も進んでいる。Mitsui et al. (2020) が行った東京都都市部の地

域猫活動実施地域と未実施地域を対象とした研究では、地域猫活動が猫の個体数の減少に

 
261 地域猫活動は、地域住民と飼い主のいない猫との共生をめざし、不妊去勢手術の実施や

新しい飼い主探しなどを通じて将来的に飼い主のいない猫をなくしていく活動のこと。htt

ps://www.env.go.jp/nature/dobutsu/aigo/2_data/pamph/h2202.pdf (2022 年 11 月 9 日)。 
262 TNR 活動は、地域猫活動の基本となる考え方で、飼い主のいない猫の繁殖を抑え、自

然淘汰で数を減らしていくことを目的に、捕獲 (Trap) し、不妊去勢手術 (Neuter) を施し

て元のテリトリーに戻す (Return) 活動のこと。https://www.env.go.jp/nature/dobutsu/ai

go/2_data/pamph/h2202.pdf (2022 年 11 月 9 日)。 
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効果があることが示されている。加えて、土田ほか (2011) は、地域猫活動への行政の支援

が与える猫の殺処分数や苦情件数への影響について研究しており、行政機関の早急な支援

が猫の殺処分数減少に有効である可能性の示唆されている。一方、TNR の効果については

批判的な研究がいくつかある。TNR 実施前後の猫の個体数をもとに TNR 実施が及ぼす影

響について分析した研究 (Natoli et al. 2006) では、TNR により猫の個体数は 16%〜32%

ほど顕著に減少したが、捨て猫や家猫の流入による個体数の増加が見られたことがわかっ

ている。そのため TNR の他に家猫の繁殖を抑制するための効果的な教育プログラムを組み

込むことが提案されている。 

 さらに、人々に対する動物愛護精神や適正飼養の啓発の必要性を示唆する研究 (Hawes 

et al. 2020) や、動物愛護施設の収容スペースを拡大することの効果を明らかにした研究 

(Karsten et al. 2017) が行われており、殺処分数や譲渡数の改善に効果があることがわか

っている。しかし、引取り手数料の有料化は、飼い主からの引取り数減少のための根本的な

策ではないとも推測されており、むしろ、飼い主の抱える動物に関する悩みを相談する場所

の提供や、適正飼養の啓発活動などの人的介在の方が、飼い主の引取り依頼行動を抑制する

可能性が高いことが示唆されている (岩倉 2016)。 

 このような犬・猫の殺処分数減少や譲渡数増加に対する施策の効果も、研究対象や地域に

よって結果が異なるなど、特に、日本国内の事例を用いて更なる実証研究が求められるとこ

ろである。次節では、日本の自治体で実際に行われている動物愛護管理行政に関する施策を

中心に、その犬・猫の処分に与える影響を理論的に考察する。 

 

 

３．理論仮説 

 

３－１．繁殖管理に関する施策の効果 

 

動物愛護管理行政の中心的な政策手段の一つは、動物の繁殖管理に関わる施策である。具

体的には、不妊・去勢手術助成金の給付や、野良の動物の不妊・去勢を行い、個体数管理を

行うなどの施策が行われている。 

まず、犬に焦点を当てた研究では、不妊・去勢手術を受けた犬はそうでない犬よりも、殺

処分率が低下し、譲渡率が増加する可能性が高いことが示されている (Clevenger and Kass 

2003)。その理由として、不妊・去勢手術による攻撃的な行動の抑制が挙げられている 

(Gershman et al.1994)。人に対して攻撃的な態度をとる犬は問題行動のない犬よりも飼育

放棄される可能性が高く (Diesel et al. 2008)、積極的な不妊・去勢手術が望ましい。そのた

め、不妊・去勢手術料の免除や助成金の有無は、犬の引取り数や譲渡数、殺処分数の改善に

影響があることが考えられる。また、金銭的な負担の観点では、引取り手数料の有料化が犬

の引取り数に影響を与えることが指摘されている (岩倉 2016)。 
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 猫に焦点を当てた研究では、繁殖能力の高い猫の個体数を管理するために、地域猫活動や

TNR の実施が望ましいと示唆されている (土田ほか 2011)。それらの施策は捨て猫や家猫

の流入には効果がないとする研究もあるが (Natoli et al. 2006)、引取り数や殺処分数など

への影響も確認すべきであろう。地域猫活動や TNR などの施策の推進を条例・規則などで

規定している地域では、野良猫などの個体数が管理されるため、引き取りや殺処分が減少す

るかもしれない。具体的には、「猫の保護 (愛護) 及び管理に関する条例、規則、要綱等の概

要」263などの策定状況は、猫の引取り数や譲渡数、殺処分数に影響することが考えられる。

また、猫についても、犬と同様に、不妊・去勢手術の助成金の有無が、繁殖管理などに効果

を持ちうるだろう。 

これらの議論を踏まえて具体的には以下の仮説が考えられる。なお、分析に際しては、成

犬・子犬・成猫・子猫を細分化して扱う。犬の年齢は犬の問題行動と密接に関連しており 

(Wells and Hepper 2000)、地域猫活動や TNR の実施によって生殖能力を失う猫が増える

と、猫の年齢別の個体分布も歪むだろうから、そのような年齢の違いも考慮すべきであろう。 

 

仮説１ 不妊・去勢手術助成金のある地域ほど、犬・猫の引取り数・殺処分数が減少し

て、譲渡数が増加する。 

 

仮説２ 引取り手数料の有料化を実施している地域ほど、犬・猫の引取り数・殺処分数

が減少して、譲渡数が増加する。 

 

仮説３ 猫に関する概要が定められている地域ほど、猫の引取り数・殺処分数が減少し

て、譲渡数が増加する。 

 

３－２．動物愛護推進員・協議会の効果 

 

 日本の各地域では動物愛護推進協議会の設置や動物愛護推進員の委嘱が行われている264。

神奈川県の健康医療局265によると、動物愛護推進員は「県や市町村が実施する動物愛護普及

事業への協力や、各種動物の飼い方等に関する相談対応など、地域に根ざした動物愛護の推

進」に取り組む人々のことを指しており、推進員の中には動物に関する識見を有する獣医師

などを含む地域もある。また、彼らが意見交換を行う場として動物愛護推進協議会が設けら

れている。地域社会と密に関係を持つ動物愛護推進員の存在は、飼い主が犬や猫を手放す要

因として挙げられる飼い主の個人的な理由や動物の行動上の問題の解決に影響を与えるこ

 
263 環境省の「動物愛護管理行政事務提要」に詳細が記載されており、主に飼い猫の適正飼

養の指導や猫の不妊・去勢手術助成金に関する要綱などがまとめられている。 
264 環境省の「動物愛護管理行政事務提要」に記載されている。 
265 https://www.pref.kanagawa.jp/docs/e8z/doubutsuaigosuishinin.html (2022 年 11 月 1

6 日)。 
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とがある266。特に獣医師などの専門的な知識を有する推進員は、一般市民の推進員よりも信

憑性の高い助言を与えるだろう。このように、動物愛護推進員の存在により、地域社会全体

の動物愛護精神が高められることで、犬・猫の処遇が改善されることが考えられる。これら

から、具体的には以下の仮説を導入する。 

 

仮説４ 動物愛護推進協議会の設置と推進員の委嘱が実施されている地域ほど、犬・猫

の引取り数・殺処分数が減少して、譲渡数が増加する。 

 

仮説５ 獣医師の推進員数が多い地域ほど、犬・猫の引取り数・殺処分数が減少して、

譲渡数が増加する。 

 

３－３．動物保護施設の管理体制 

 

飼い主に飼育放棄された犬・猫のほとんどが動物保護施設に引き取られることにより、施

設での犬・猫の過剰収容問題が生じる。Edinboro et al. (2004) の研究では、動物保護施設

に収容されている動物が過剰な場合、一頭あたりに十分なスペースが与えられていないこ

とから、収容されている動物に病気やストレスなどの負担がかかることが示されている。そ

れにより動物保護施設の運営費と動物の健康管理費が増加し、譲渡数の減少または殺処分

数の増加に繋がる (Karsten et al. 2017)。したがって、長期間の収容日数を設けている動物

保護施設ほど一頭あたりの収容スペースが制限され、結果的に医療上の理由などでやむを

えず殺処分される可能性があることが考えられる。これらは、具体的には以下の仮説が導入

できる。 

 

仮説６ 収容日数を長期間設定している地域ほど、犬•猫の引取り数・譲渡数・殺処分

数は改善されない。 

 

 

４．データと方法 

 

４－１．データ 

 

 上記の理論仮説を検証するために、環境省の「動物愛護管理行政事務提要」に基づき、

2010・2015・2020 年の動物愛護管理行政の施策に関する都道府県別のパネルデータを構築

した。まず、本稿の分析に用いる従属変数は、成犬・子犬・成猫・子猫それぞれの引取り数・ 

 
266 飼い主が動物の飼養に関する悩みを抱えている場合、専門機関に相談することで問題が

解決する可能性が高い (Diesel et al. 2008)。 
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表１ 変数説明 

 

 

譲渡数・殺処分数である。子と成で各独立変数の影響が異なることが考えられるため細分化

して投入している。この値は、分析の際には自然対数化を行う。なお、最小値が 0 の場合に

は、全体の値に 1 を足してから自然対数化する。 

独立変数には理論的に興味のある変数を投入した。具体的には①不妊・去勢手術助成金の

実施率、②引取り手数料、③猫の概要の制定率、④動物愛護推進員・協議会のダミー、⑤動

変数名 変数説明 出典

成犬の引取り数 施設に引き取られた成犬の数。 「動物愛護管理行政事務提要」

子犬の引取り数 施設に引き取られた子犬の数。 「動物愛護管理行政事務提要」

成犬の譲渡数 引き取られた犬のうち、譲渡された成犬

の数。

「動物愛護管理行政事務提要」

子犬の譲渡数 引き取られた犬のうち、譲渡された子犬

の数。

「動物愛護管理行政事務提要」

成犬の殺処分数 引き取られた犬のうち、殺処分された成

犬の数。

「動物愛護管理行政事務提要」

子犬の殺処分数 引き取られた犬のうち、殺処分された子

犬の数。

「動物愛護管理行政事務提要」

成猫の引取り数 施設に引き取られた成猫の数。 「動物愛護管理行政事務提要」

子猫の引取り数 施設で引き取られた子猫の数。 「動物愛護管理行政事務提要」

成猫の譲渡数 引き取られた猫のうち、譲渡された成猫

の数。

「動物愛護管理行政事務提要」

子猫の譲渡数 引き取られた猫のうち、譲渡された子猫

の数。

「動物愛護管理行政事務提要」

成猫の殺処分数 引き取られた猫のうち、殺処分された成

猫の数。

「動物愛護管理行政事務提要」

子猫の殺処分数 引き取られた猫のうち、殺処分された子

猫の数。

「動物愛護管理行政事務提要」

犬の不妊・去勢手術助成金の実施率 市町村別人口を用いて、都道府県内の市

区町村の実施状況を人口で加重平均し、

その値を都道府県ごとに足し合わせた。

「住民基本台帳に基づく人口、

人口動態及び世帯数」、「動物

愛護管理行政事務提要」

猫の不妊・去勢手術助成金の実施率 市町村別人口を用いて、都道府県内の市

区町村の実施状況を人口で加重平均し、

その値を都道府県ごとに足し合わせた。

「住民基本台帳に基づく人口、

人口動態及び世帯数」、「動物

愛護管理行政事務提要」

引取り手数料 生後90日未満と91日以上の引取り手数料

を足して、平均をとった値。

「動物愛護管理行政事務提要」

猫に関する概要の制定率 市町村別人口を用いて、都道府県内の市

区町村の制定状況を人口で加重平均し、

その値を都道府県ごとに足し合わせた。

「住民基本台帳に基づく人口、

人口動態及び世帯数」、「動物

愛護管理行政事務提要」

動物愛護推進員・協議会ダミー 動物愛護推進員・協議会のある地域は1、

ない地域は0とするダミー変数。

「動物愛護管理行政事務提要」

推進員数 推進員数の数。 「動物愛護管理行政事務提要」

獣医師数 推進員数のうち、獣医師の数。 「動物愛護管理行政事務提要」

犬の保管日数 (保管最大日数＋保管最低日数)÷2。 「動物愛護管理行政事務提要」

猫の保管日数 (保管最大日数＋保管最低日数)÷2。 「動物愛護管理行政事務提要」

犬の引取り箇所数 猫の引取りを行う施設数。 「動物愛護管理行政事務提要」

猫の引取り箇所数 犬の引取りを行う施設数。 「動物愛護管理行政事務提要」

犬の咬傷事故件数 犬の咬傷事故件数。 「動物愛護管理行政事務提要」

総人口 都道府県別の総人口 (千人)。 「住民基本台帳に基づく人口、

人口動態及び世帯数」
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物愛護推進員数、⑥動物愛護推進員数のうちの獣医師数、⑦動物保護施設での収容日数であ

る。④以外の変数は全て自然対数化したものを分析に用いており、①と③は都道府県内の市

区町村の値を算出している。具体的には、総務省の「住民基本台帳に基づく人口、人口動態

及び世帯数」267に記載の市町村別人口を用いて、都道府県内の市区町村の実施状況を人口で

加重平均した値を計算した。 

その他には、統制変数として都道府県ごとの総人口と犬の咬傷事故件数、引き取り箇所数 

を投入する。分析の際は、都道府県ごとの総人口のみ自然対数化を行う。 

表 1 は、上記の変数群の変数説明で、表 2 は変数群の記述統計である。 

 

表２ 記述統計 

 

 

 
267 2010・2015・2020 年の 3 か年の住民基本台帳に関するデータが記載されている。以下

の URL には 2020 年度の住民基本台帳に関するデータが記載されている。https://www.so

umu.go.jp/menu_news/s-news/01gyosei02_02000220.html (2022 年 11 月 9 日)。 

観測数 平均値 標準誤差 最小値 最大値

成犬の引取り数 141 706.8723 610.3204 56 3112

子犬の引取り数 134 199.0075 301.7133 0 1802

成犬の譲渡数 141 231.9716 591.8662 10 6602

子犬の譲渡数 129 94.8915 137.7825 0 776

成犬の殺処分数 141 355.9858 504.0439 0 2554

子犬の殺処分数 122 99.1721 219.8000 0 1485

成猫の引取り数 141 430.0851 556.1998 0 3452

子猫の引取り数 133 1054.3985 836.3361 56 4799

成猫の譲渡数 141 92.1064 167.2249 0 1088

子猫の譲渡数 126 173.6429 189.3692 0 847

成猫の殺処分数 141 496.9220 782.5520 0 4866

子猫の殺処分数 121 799.9091 763.4413 5 3003

犬の不妊・去勢手術助成金の実施率 141 0.1592 0.2465 0 1

猫の不妊・去勢手術助成金の実施率 141 0.4280 0.3314 0 1

引取り手数料 141 1735.0355 859.5976 650 6120

猫に関する概要の制定率 141 0.6099 0.4699 0 1

動物愛護推進員・協議会ダミー 141 0.8333 0.3255 0 1

推進員数 141 41.8369 54.5981 0 327

獣医師数 141 12.9007 21.3626 0 110

犬の保管日数 141 82.6667 97.8062 1 366

猫の保管日数 141 82.3475 95.6447 1 366

犬の引取り箇所数 141 12.0426 13.4928 1 114

猫の引取り箇所数 141 11.3121 13.6005 1 114

犬の咬傷事故件数 141 65.6028 56.2117 6 356

総人口 141 2705.2118 2686.7781 561.1750 13834.9250
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４－２．推定方法 

 

上記の変数を用いて、①譲渡数と殺処分数を従属変数に、引取り数を独立変数に投入する

モデルと、②引き取り数のみ従属変数に投入するモデルの 2 パターンの分析を行う。分析

手法は、都道府県ごとにクラスター化したロバスト標準誤差を用いた固定効果モデルによ

るパネルデータ分析を採用している。 

 

 

５．分析結果 

 

５－１．犬の主要結果  

 

表 3 では、都道府県別パネルデータから、都道府県別の動物愛護施策が犬の引取り数・譲

渡数・殺処分数に与える影響を検証した。まず、引取り手数料や不妊・去勢手術助成金は犬

の引取り数に有意に負であり、これらの施策を採用する自治体の多い都道府県ほど、犬の引 

取り数が減少していることがわかる。つまり、引取り手数料や不妊・去勢手術助成金のよう

な金銭面を重視した施策は、飼い主の引取り依頼行動を抑制し、犬の不妊・去勢手術を推進

することで犬の問題行動を抑止することなどに効果があると考えられる。次に、犬の保管日

数の長期化は犬の譲渡数に有意に正であり、犬の保管日数が長いほど、犬の譲渡数が増加す 

 

表３ 動物愛護管理行政が犬の引取り数・譲渡数・殺処分数に与える影響 
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ることがわかる。これは仮説 6 に反する結果となっており、犬の保管日数が長いことで殺

処分される確率より譲渡される確率が高まることが示唆される。しかし、動物愛護推進員・

協議会の存在や推進員数の数などは犬の処遇の改善に有意な結果を示さなかった。 

以上の結果から、引取り手数料の有料化や不妊・去勢手術助成金の給付のような金銭的な

制限と支援は、飼い主の飼育放棄の抑制に影響を与えると考えられる。また、動物保護施設

は、長期的な保管日数を設けることで収容されている犬や猫の譲渡機会を増やすことが望

ましい。一方、動物愛護協議会の設置や委嘱された推進員数は動物の処遇を改善していない。

ただし、今回の分析は、動物愛護推進員・協議会の設置の有無や推進員数といった表層的な

数値のみを用いている点には注意が必要である。 

 

５－２．猫の主要結果 

 

表 4 では、都道府県別パネルデータから、都道府県別の動物愛護施策が猫の引取り数・譲

渡数・殺処分数に与える影響を検証した。まず、猫に関する概要の制定率は猫の殺処分数に

有意に負であり、地域猫活動や TNR など猫の愛護や管理に関する制度が整っている地域ほ

ど、猫の殺処分数が減少していることがわかる。しかし、動物愛護推進員・協議会ダミーは

猫の殺処分数に有意に正であり、動物愛護推進員・協議会が設置されている自治体の多い都

道府県ほど、猫の殺処分数が増えるという直感に反する結果となっている。 

以上の結果から、地域猫活動や TNR など、猫の愛護や管理に関する制度が充実している 

 

表４ 動物愛護管理行政が猫の引取り数・譲渡数・殺処分数に与える影響 
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地域ほど、猫の殺処分数が減少することがわかる。猫に関する概要では、主に猫の個体数

抑制を目的とした不妊・去勢手術に関する助成金や補助金制度について定められており、

多くの自治体で不妊・去勢手術の必要性が主張されていた。そのため、不妊・去勢手術助

成金の給付は、動物の処遇を改善するために効果的な施策の一つと考えられる。 

 

 

６．結論 

 

本稿では、2010・2015・2020 年までの環境省の「動物愛護管理行政事務提要」の都道府

県別データのパネルデータを用いて、動物愛護行政の施策が犬・猫の処遇に与える影響を明

らかにしてきた。本稿の分析結果から、保管日数の長期化は犬の譲渡可能性を高め、引取り

手数料や不妊・去勢手術助成金の設定は犬の引取り数の減少に影響があることがわかった。

また、猫の概要を定めている市区町村が多い都道府県ほど、猫の殺処分数が減少することか

ら、地域猫活動や TNR などの猫の繁殖管理に関する条約や規則の有効性が示唆される。し

かし、動物愛護協議会の設置や委嘱した推進員の数は必ずしも犬・猫の引取り数・譲渡数・

殺処分数に効果があるわけではない。さらに、犬・猫ともに動物保護施設での引取り数の増

加は譲渡数の増加だけでなく殺処分数の増加のリスクもはらむ。保管日数の短い施設より

長期間保管できる施設の方が新しい譲渡先を確保するまでの猶予期間があるため譲渡され

る可能性は高くなる。ただし、必要以上の動物を引き取った結果、動物一頭あたりに十分な

スペースを提供することが困難になり、動物が譲渡不可能な状態に陥ってしまうなどの問

題には留意すべきだろう。 

上記の知見に基づけば、動物愛護管理行政における動物保護施設の設備体制や動物の法

体制を整えることが、犬・猫の処遇の改善につながるものと期待される。実際の設備体制や

法体制を考えるにあたっては、欧州の先進国の事例も参考になるだろう。欧州最大級の保護

施設であるティアハイム・ベルリンでは、東京ドーム 4 個弱にもおよぶ広大な土地でさま

ざまな動物を保護しており、引き取られた動物が心身ともに健康に過ごすための環境整備

がなされている268。また、フランスでは動物の扱いに関する法律を改正し、2024 年からペ

ットショップでの犬や猫の展示や販売を禁止することが定められた269。ペットショップで

犬や猫が衝動買いされ、飼育放棄される現状を変えることを目的とされており、動物を取り

巻く問題に対してスピーディーに対応している。加えて、睾丸を切除する TNR よりも、精

管を切除する TNHR (パイプカット) の方が、野良猫の個体数抑制に有効であることが報告

されている270。 

 
268 https://pedge.jp/reports/tierheim/ (2022 年 11 月 12 日)。 
269 https://www3.nhk.or.jp/news/html/20220121/k10013442041000.html (2022 年 11 月

12 日)。 
270 https://natgeo.nikkeibp.co.jp/nng/article/news/14/8278/ (2022 年 11 月 17 日)。 
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このように欧州を中心とした動物愛護先進国では、保護施設の設備や法制度が社会の変

化に合わせて臨機応変に対応していることで人間と動物の共生社会が実現しているといえ

る。日本国内でも欧州諸国を参考に、動物愛護管理行政のあり方を考えていく必要があるだ

ろう。 
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